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女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第 64 号）第 19 条第 6 項および第

21 条の規定にもとづき、中讃広域行政事務組合（以下「組合」という。）における「特定事業主行動計

画に基づく取組の実施の状況」および「女性の職業選択に資する情報」を公表します。 

特に記載の無い場合は令和 4 年 4 月 1 日現在の状況を示しています。 

中 讃 広 域 行 政 事 務 組 合 

公表日：令和 4 年 7 月 20 日 

 

○現状 

令和 4 年４月１日現在で、組合の職員数は 77 名であり、構成は以下のとおりになっている。 

 人数 男(内訳) 女(内訳) 女性比率 

組合職員 54 人 39 人 15 人 28％ 

（うち再任用職員） 1 人 1 人 0 人 0％ 

派遣職員(関係市町より) 12 人 10 人 2 人 17％ 

会計年度任用職員 11 人 6 人 5 人 45％ 

合 計 77 人 55 人 22 人 29％ 

 

 

１ 採用した職員に占める女性職員の割合  

  

 

 

 

 

 

  正規職員 会計年度任用職員（非常勤職員） 

採用年度／職種 行政事務 技術職 行政事務 技術職 

平成 30 年度 100％(3 人/3 人)  0％(0 人/0 人) 100％(1 人/1 人) 0％(0 人/2 人) 

令和元年度  0％(0 人/0 人)  0％(0 人/0 人)  0％(0 人/0 人) 0％(0 人/0 人) 

令和 2 年度  0％(0 人/0 人)  0％(0 人/0 人)  0％(0 人/0 人) 0％(0 人/0 人) 

令和 3 年度  0％(0 人/2 人)  0％(0 人/0 人)  50％(1 人/2 人) 0％(0 人/1 人) 

令和 4 年度  67％(2 人/3 人)  0％(0 人/0 人) 0％(0 人/0 人) 0％(0 人/1 人) 

※割合は、女性採用者数を総採用者数で除して算出しています。 

※令和 4 年度の採用者数は 6 月 1 日までの状況で掲載しています。 

※再任用職員、市町からの派遣職員は含めていません。 

 

 

 

 

 

〈特定事業主行動計画より抜粋〉 

令和 7年度を目標年次とし、以下のとおり目標を設定する。 

・有能な女性職員の採用に努め、バランスのよい男女比率を目指す。 

・女性職員の割合や育児休業の取得率等を公表するなど、女性が働きやすい職場であること

を積極的に広報していく。 

・採用試験では、面接官に女性職員を配置し、選考における性別のバイアスを排除する。 

 

 

※特別職（議員及び各種委員等）、

市町との併任職員は含めていない 
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２ 平均勤務年数の男女差  

 

 

 

 

 

 

性別 平均勤続年数 対象者 

男性 18 年 38 人 

女性 14 年 15 人 

  ※再任用職員、市町からの派遣職員および非常勤職員は含めていません。 

 

 

３ 超過勤務の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 ※再任用職員、市町からの派遣職員を含めています。 

 

区分 
平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 

４月 7.3 7.8 6.0 4.1 9.4 7.1 8.0 6.2 6.1 3.4 

５月 9.0 2.3 5.8 1.9 10.5 1.5 10.6 4.2 7.5 1.1 

６月 4.9 1.5 2.4 0.4 5.3 0.8 5.5 0.8 6.4 0.8 

７月 5.5 0.8 4.8 2.1 7.8 1.8 7.6 2.7 7.5 1.7 

８月 3.6 1.0 1.7 0.5 7.7 1.5 5.4 3.1 4.2 1.8 

９月 6.8 1.8 6.9 1.2 8.3 3.7 9.0 5.2 9.4 3.7 

10 月 4.6 4.2 5.5 4.1 9.9 6.6 7.6 2.8 7.4 5.8 

11 月 6.7 3.2 7.4 3.2 8.0 4.0 6.9 4.1 10.1 7.6 

12 月 5.8 5.7 5.8 3.0 5.3 1.0 8.8 0.8 14.4 9.0 

１月 5.4 1.5 5.4 0.5 6.8 1.5 7.3 2.4 14.2 5.9 

２月 3.5 0.5 4.2 1.6 6.7 2.2 8.4 2.3 9.7 2.3 

３月 7.9 2.1 5.9 2.7 7.9 4.2 10.1 6.0 8.4 2.7 

平均（時間） 5.9 2.7 5.2 2.1 7.8 3.0 7.9 3.4 8.8 3.8 

〈特定事業主行動計画より抜粋〉 

令和 7年度を目標年次とし、以下のとおり目標を設定する。 

 ・固定的な性別役割分担意識を払拭し、ワーク・ライフ・バランスを大切にするという雰囲

気づくりを推進する。 

・介護や育児等での離職を防ぐため、各種制度の周知徹底を図るとともに、業務分担の見直

し等、環境整備を行う。 

〈特定事業主行動計画より抜粋〉 

令和 7年度を目標年次とし、以下のとおり目標を設定する。 

 ・職員の超過勤務時間を月 45時間以内かつ年間 360時間以内にする。 

 ・職員は、コスト意識を持って、業務の見直し等を進めるなど、業務の簡素化、合理化を図

り、総労働時間の短縮に努める。 

 ・人事担当課は、常に時間外勤務の状況の把握に努め、所属長に対し、超過勤務命令の上限

時間の遵守の徹底を図る。 

 ・人事担当課は、１月の超過勤務が 45時間を超えた職員の所属長に注意喚起を行う。 
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○超過勤務の上限を超えて勤務した職員数   

 令和 2 年度 令和 3 年度 

管理職 1 人 1 人 

管理職以外 5 人 6 人 

非常勤職員 0 人 0 人 

 ※再任用職員、市町からの派遣職員を含めています。 

 

４ 管理的地位にある女性職員の割合 

   

 

 

 

 

 

18％（2人/11人） 

※事務局長および課長級（主幹含める）の職員を「管理的地位にある職員」としています。 

※割合の算出にあたり、市町からの派遣職員を含めています。 

 

 

 ○役職段階にある職員に占める女性職員の割合 

各役職段階の女性割合 
係長級 

（主査含む） 

課長補佐級 

（副主幹含む） 

課長級 

（主幹含む） 

部長級 

（事務局長） 

平成 30 年 4 月 1 日現在 24％(5 人/21 人) 30％(3 人/10 人) 11％(1 人/9 人) 0％（0 人/1 人） 

平成 31 年 4 月 1 日現在 20％(4 人/20 人) 23％(3 人/13 人) 22％(2 人/9 人) 0％（0 人/1 人） 

令和 2 年 4 月 1 日現在 25％(4 人/16 人) 15％(2 人/13 人) 25％(2 人/8 人) 0％（0 人/1 人） 

令和 3 年 4 月 1 日現在 27％(4 人/15 人) 17％(2 人/12 人) 13％(1 人/8 人) 100％（1人/1人） 

令和 4 年 4 月 1 日現在 20％(3 人/15 人) 33％(4 人/12 人) 10％(1 人/10 人) 100％（1人/1人） 

※割合の算出にあたり、再任用職員および市町からの派遣職員を含めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈特定事業主行動計画より抜粋〉 

令和 7年度を目標年次とし、以下のとおり目標を設定する。 

  ・管理的地位にある女性職員の割合が令和元年度の 20％を下回らないようにする。 

   ・女性職員の配置が少ない部署や多様なポストに積極的に配置することで、女性職員の職域

拡大を図り、将来の管理職候補となるべき女性職員を育成していく。 

    ・管理職に必要な知識やスキルを習得するための研修への参加を促し、女性職員のキャリア

形成を支援するとともに、意欲と能力のある女性職員の積極的な登用を図る。 
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５ 男女別の育児休業取得率 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 
男性 女性 

対象者 取得数 取得率 対象者 取得数 取得率 

平成 29 年度 4 人 0 人 0％ 1 人 1 人 100％ 

平成 30 年度 2 人 0 人 0％ 1 人 1 人 100％ 

令和元年度 0 人 0 人 0％ 1 人 1 人 100％ 

令和 2 年度 0 人 0 人 0％ 0 人 0 人 0％ 

令和 3 年度 2 人 0 人 0％ 0 人 0 人 0％ 

  ※再任用職員、市町からの派遣職員を含めています。 

 

 

６ 男性職員の育児参加のための休暇取得率 

 

 

  

 

 

 

区分 
妻の出産休暇 子の養育休暇 

対象者 取得数 取得率 対象者 取得数 取得率 

平成 29 年度 4 人 4 人 100％ 4 人 0 人 0％ 

平成 30 年度 2 人 2 人 100％ 2 人 0 人 0％ 

令和元年度 0 人 0 人 0％ 0 人 0 人 0％ 

令和 2 年度 0 人 0 人 0％ 0 人 0 人 0％ 

令和 3 年度 2 人 1 人 50％ 2 人 1 人 50％ 

  ※再任用職員、市町からの派遣職員を含めています。 

 

 

 

〈特定事業主行動計画より抜粋〉  

令和 7年度を目標年次とし、以下のとおり目標を設定する。 

  ・女性職員の取得率 100％を保持し、男性職員については、制度を活用する職員の増加に努

める。 

  ・母性保護及び母性健康管理の観点から設けられている特別休暇等の制度について周知する。 

  ・男性職員の育児休暇等の取得促進について周知徹底を図る。 

  ・育児休業中の職員の業務を遂行するため、所属において業務分担や人員配置の見直しを行

い、必要に応じ適切に代替要因の確保を図る。 

  ・育児休業や育児短時間勤務等の制度を利用したことにより、昇任、昇格に不利益とならな

いよう、育児休業等を取得した期間にかかわらず、能力、実績に基づき昇任、昇格の判断を

行う。 

   

〈特定事業主行動計画より抜粋〉  

令和 7年度を目標年次とし、以下のとおり目標を設定する。 

  ・配偶者出産休暇、子の養育休暇の取得率を 100％にする。 

  ・子どもの出生時及び妻の産前産後期間における父親の育児参加のための特別休暇及び年次

休暇の取得促進について周知徹底を図る。 

  ・所属長は、男性職員が休暇を取得しやすいよう配慮し、休暇の取得を奨励する。 
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７ 年次有給休暇の平均取得日数 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 男性 女性 

平成 29 年度 12.3 日 11.1 日 

平成 30 年度 11.6 日 11.6 日 

令和元年度 11.3 日 14.5 日 

令和 2 年度 9.3 日 10.5 日 

令和 3 年度 9.9 日 10.1 日 

※再任用職員、市町からの派遣職員を含めています。 

 

 

【取組内容】 

① 男女を問わず働きやすい職場環境を整備し、ワーク・ライフ・バランスを推進するため、職員の

超過勤務時間や休暇の取得状況を確認し、超過勤務時間の多い部署や休暇取得率の低い部署につ

いてはヒアリングを実施。総務課長を中心に、所属長とともに職場環境の改善に努めた。 

② 男性職員の育児参加のための休暇について、対象職員に制度の説明を行い取得を奨励した。 

③ セクシュアル・ハラスメント等対策として研修を行い、ハラスメント防止の周知・啓発に努めた。 

〈特定事業主行動計画より抜粋〉  

令和 7年度を目標年次とし、以下のとおり目標を設定する。 

  ・職員の年次有給休暇の取得日数を職員 1 人につき、年間 12 日以上にする。 

  ・ゴールデンウイークや夏季休暇等と年次休暇を組み合わせた連続休暇の取得促進を図る。 

  ・所属長は、事務の相互応援ができる体制を整えるなどし、職員が年次休暇を取得しやすい

職場環境を整備する。 

  ・人事担当課において、取得状況を確認し、課長会等の場において定期的に報告する。また、

半年間での取得日数が 6 日を下回る職員の所属長に対し、ヒアリングを行い取得促進を徹底

する。 

   

   


